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不登校支援をめぐって「校内適応指導教室」が果たす機能

―文献・行政資料による検討―

浜松学院大学　江　角　周　子

本研究の目的は，不登校児童生徒への支援をめぐって校内適応指導教室が果たしうる機能に
ついて展望することであった。先行研究や行政資料を分析対象として検討を行った結果，校内
適応指導教室は，校外適応指導教室における地域間格差などの課題の解消に寄与する可能性，
また，不登校及び不登校傾向を示す児童生徒が学校による支援を受ける機会の保障を学校の努
力に任せるのではなく，教育委員会等が援助して実現を図る点に別室登校との違いがあること
が示唆された。これらの結果から，①地域における不登校支援キャパシティの拡大，②児童生
徒と学校とのつながりの維持，③教師の負担軽減を図りながら援助機能を高めるという校内適
応指導教室の３つの機能が導き出された。そして最後に，今後の課題として，校内適応指導教
室の実践を行う自治体・学校への調査の必要性を指摘した。
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Ⅰ．はじめに

平成 10年度以降，13万人程度の高水準で推移して
いた義務教育段階における不登校児童生徒数は，平成
30年度に初めて 16万人を突破し，令和元年度には 18

万人へと増加し（文部科学省，2020），増加に歯止め
がかからない状況となっている。さらに，「病気」「経
済的理由」「不登校」「その他」の４つに分類される長
期欠席の理由の曖昧さから，不登校だけでなく長期欠
席全体に注目する必要があるという見方がある（例え
ば，国立教育政策研究所，2012；保坂，2016）。加え
て，欠席日数が 30日に満たないものの不登校に近い
状態を示す児童生徒（遅刻早退を繰り返していたり，
別室登校を行っていたりする児童生徒等）の存在もあ
る。こうした点を踏まえると，不登校児童生徒数とし
て示される以上に，学校で学ぶことに関して困難や課
題を有する児童生徒が多いことが推察される。
このような状況下で，不登校児童生徒への支援にお
いて重要な役割を果たすことが求められているのが教
育支援センター（通称・以下，適応指導教室）であ
る。具体的には，「義務教育の段階における普通教育

に相当する教育の機会の確保等に関する法律」（以下，
教育機会確保法）第７条に基づき文部科学省（2017a）
が策定した「義務教育の段階における普通教育に相当
する教育の機会の確保等に関する基本指針」（以下，
基本指針）において，適応指導教室は不登校児童生徒
の支援の中核となることが求められており，設置促進
や機能強化の推進が掲げられている。文部科学省
（2015, 2019a）による適応指導教室の実態調査によれ
ば，平成 27年度時点では約 60％（設置自治体数
1,089）であった適応指導教室設置自治体割合が，平
成 29年度には約 63％（設置自治体数 1,142）となって
おり，僅かではあるが増加傾向にある。基本指針を受
け，実際に適応指導教室の整備が進められていること
がうかがえる。
適応指導教室は多くの場合，学校以外の場に設置さ
れるが，学校の中に設置する動きもみられる（以下，
学校内に設置された適応指導教室を「校内適応指導教
室」とする）。校内適応指導教室数が自治体により公
表されている千葉県，広島県，浜松市を例に設置状況
を見ていく。千葉県においては平成 29年度の段階で，
県内公立小・中学校 125校（小学校２校（0.3％），中
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学校 123校（52.8％）注１））において，校内適応指導教
室として「不登校児童生徒支援教室」が開設され，不
登校加配教員が支援にあたっている（千葉県教育委員
会，2018）。広島県においては平成 31年度から校内適
応指導教室設置が開始され，令和３年度の段階で小学
校６校（1.3％），中学校 14校（6.0％），義務教育学校
１校（20.0％）に校内適応指導教室として「不登校ス
ペシャルサポートルーム」が開設されている（広島県
教育委員会，2021）。浜松市においては平成 27年度に
初めて中学校１校に校内適応指導教室が設置され，平
成 31年の段階で市内公立小・中学校 15校（小学校３
校（3.1％），中学校 12校（24.0％））（浜松市教育委員
会，2019），令和３年度の段階では小中学校合計で 21

校（小学校４校（4.1％），中学校 17校（34.7％））（浜
松市，2021）に設置されている。このように自治体規
模で校内適応指導教室設置による不登校等児童生徒へ
の支援が広がりつつある。
このように校内適応指導教室は全国の様々な地域に
設置されており，諸戸・瀬戸（2015）など実践報告は
いくつか見られるものの，校内適応指導教室が設置さ
れることによって可能となる支援とは何かといった点
について検討がなされていない。例えば，小野
（2017a）は行動論の立場から，不登校児童生徒への再
登校支援は子どもの嫌なところへ戻ることを目標とす
るため，支援そのものの設定が難しいことを指摘す
る。このように考えると，不登校児童生徒の回避対象
である学校に適応指導教室が設置される場合と学校外
に設置される場合とでは，果たす機能が異なる可能性
が考えられる。しかし，適応指導教室に関する先行研
究において，校外に設置される場合と校内に設置され
る場合における機能や支援のあり方の違いが検討され
てはいない。また，従来より各学校で随時行われてき
ている別室登校とどのように異なるのかという点も明
らかになっていない。
そこで本研究は，先行研究や実践報告，文部科学省
等の行政資料を分析対象とし，不登校児童生徒への支
援をめぐって「校内適応指導教室」が果たしうる機能
について展望する。具体的には，校外に設置される適
応指導教室（以下，校外適応指導教室）や別室登校
と，校内適応指導教室との差異に注目しながら検討す
る。

Ⅱ．本 論

１．校内適応指導教室設置で解消されうる問題
校内適応指導教室が設置されることにより，既存の
どのような問題が解消されうるかを検討していく。は
じめに適応指導教室全体に求められる機能と課題を検
討する。次に校内適応指導教室がどのような機能を果
たしうるのかを検討する。なお，文部科学省（2015）
における適応指導教室の実態調査によれば，９割以上
の適応指導教室が学校とは物理的に離れた場所に独立
して設置されている。したがって，ここで検討する適
応指導教室の機能と課題は，校外適応指導教室に関す
るものと考えてよいだろう注２）。
（１）適応指導教室の機能と課題
１）適応指導教室の担う機能とその変化
適応指導教室に求められる機能は，施策開始当初に
比べ幅広いものとなっている。

2019年５月時点における文部科学省（2019a）によ
る適応指導教室の定義は「不登校児童生徒等に対する
指導を行うために教育委員会及び首長部局が，教育セ
ンター等学校以外の場所や学校の余裕教室等におい
て，学校生活への復帰を支援するため，児童生徒の在
籍校と連携をとりつつ，個別カウンセリング，集団で
の指導，教科指導等を組織的，計画的に行う組織とし
て設置したものをいう。なお，教育相談室のように単
に相談を行うだけの施設は含まない。」である。この
時点では，適応指導教室は学校復帰を支援目標とする
施設として位置づけられていたと理解できる。
しかし，文部科学省が学校復帰を適応指導教室の支
援目標としていた頃から，現場では文部科学省におけ
る位置づけとは異なる支援が実施されていたことがわ
かっている。例えば，樋口（2013）は，全国の適応指
導教室を対象とした調査により，適応指導教室の支援
が，支援目標により「学校復帰」，「心の居場所」，「心
の居場所から学校復帰」，「心の居場所から進学就職」
の４つに分類されることを明らかにした。なお，心の
居場所とは，「児童生徒にとって自己の存在感を実感
でき精神的に安心していることのできる場所」と定義
される（学校不適応対策調査研究協力者会議，1992）。
樋口（2013）を基に４類型の違いを具体的に説明する
と，「学校復帰」は，受け入れ当初から学校復帰に直
接的につながる支援を行う立場，「心の居場所」は，
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受け入れ当初から適応指導教室が子どもにとっての心
の居場所となるような支援を行う立場，「心の居場所
から学校復帰」は，支援の最終目標は学校復帰である
が，受け入れ当初は心の居場所となるよう支援する立
場，「心の居場所から進学就職」は，支援の最終目標
は原籍校への復帰ではなく進学や就職であり，受け入
れ当初は心の居場所となるよう支援する立場である。
樋口（2013）の調査によれば，支援の目標は，「学校
復帰」が全体の約９％，「心の居場所」が約 52％，「心
の居場所から学校復帰」が約 27％，「心の居場所から
進学就職」が約４％であることから，樋口（2013）は，
適応指導教室における支援が，施策開始当初の文部科
学省（文部省）の意図とは異なる方向に進められてき
ていることを指摘する。
教育機会確保法成立後に現場の実態に合わせる形
で，適応指導教室の方針転換が図られ，適応指導教室
に求められる機能が変化してきている。適応指導教室
の新しい定義が文部科学省により提示されたわけでは
ないが，2019年 10月に文部科学省（2019b）により出
された「不登校児童生徒への支援の在り方について
（通知）」（以下，2019年通知）において「教育セン
ター整備指針（試案）」が示され，各自治体において
地域の実情に応じた指針作成と必要な施策実施が求め
られている。文部科学省としての方針転換の具体的内
容は 2019年通知の学校外の公的機関や民間施設にお
いて相談・指導を受けている場合の指導要録上の出席
の取り扱いの要件に見ることができる。2019年通知
以前は学外施設利用を出席扱いとする場合の基準の１
つに，「当該施設への通所又は入所が学校への復帰を
前提とし，かつ，不登校児童生徒の自立を助けるうえ
で有効・適切であると判断される場合」（文部科学省，
2016）と定められていたが，2019年通知では基準が変
更され「当該施設における相談・指導が不登校児童生
徒の社会的な自立を目指すものであり，かつ，不登校
児童生徒が現在において登校を希望しているか否かに
かかわらず，不登校児童生徒が自ら登校を希望した際
に，円滑な学校復帰が可能となるよう個別指導等の適
切な支援を実施していると評価できる場合」となっ
た。さらに，基本指針においては適応指導教室の機能
強化が掲げられており，具体例として，通所希望者へ
の支援だけでなく，通所を希望しない児童生徒への訪
問支援の実施が挙げられている。

適応指導教室在籍児童生徒の傾向に関する調査結果
（文部科学省，2015）から，人間関係によるタイプ，
学校に行きたくても行けないタイプ（不安など情緒混
乱／家庭環境など），学校に行きたくないタイプ（無
気力／学業不振）の不登校児童生徒を５割以上の適応
指導教室で受け入れていることが明らかになってお
り，適応指導教室では，明確な学校復帰の意思がない
者をも支援対象とする実態が以前からあったことが分
かる。これは，本人あるいは保護者による明確な学校
復帰の意思表明をベースに支援が行われる，小野
（2017b）による包括的支援アプローチやMaeda & 

Heyne（2019）の早期教室登校支援といった専門家に
よる不登校児童生徒への支援とは異なる特徴である。
このように以前から，適応指導教室では多様な児童生
徒を受け入れていたが，基本指針以降は適応指導教室
による支援を受けることについて意思表明のない者を
も対象とすることが求められていると考えられる。
したがって，適応指導教室には，①社会的自立に向
けた支援，つまり学校教育に代替するオルタナティブ
教育の提供，②希望する者への学校復帰に向けた支
援，③未支援状態の不登校児童生徒へのアウトリーチ
の３種類の支援実施が求められるようになったといえ
よう。
２）適応指導教室に関する限界と課題
このように，複数種類の支援実施が求められている
適応指導教室であるが，課題や限界として以下３点が
考えられる。
第１に，地域により利用可能性に差がある点であ
る。2011年時点における全国の適応指導教室と民間
団体・民間施設等（通称・以下／フリースクール）の
設置状況について調査を行った本山（2011）によれば，
適応指導教室はフリースクールと比較すると地域間格
差は小さいものの，市区では設置率が９割近くである
のに対し，町村では２割程度であることから，学校以
外の選択肢がない地域もあることが浮き彫りとなって
いる（表１）。ただし，近年設置が増進されているこ
と（文部科学省，2019a）から，地域間格差は小さく
なっている可能性はある。しかし，地域内の居住地域
により選択肢に入れられる可能性に差が生じている可
能性，つまり地域内格差の問題も考えられる。平成の
市町村合併により自治体が広域化したことを考慮する
と，自治体に適応指導教室が設置されている場合で
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も，適応指導教室と自宅の距離が遠く，利用すること
が難しい者が存在する可能性が考えられる。このこと
は，不登校児童生徒の実態把握に関する調査企画分析
会議（2021）が不登校経験のある児童生徒を対象に
行った調査において，回答者の約２割（小学校
20.7％, 中学校 21.5％）が適応指導教室等の公的な支援
機関を利用できる環境にないと回答していることから
も裏づけられる。
第２に，校外適応指導教室で支援可能な人数には限
りがある点である。文部科学省の公表する相談・指導
等を受けた学校内外の機関等のデータのうち，「学校
外」の「教育支援センター（適応指導教室）」の数値
の推移を見ると，平成 27年度から令和元年度の５年
度間において，不登校児童生徒のうち校外適応指導教
室で支援を受けた人の割合は概ね 12％となっている
（表２）。したがって，校外適応指導教室で支援可能な
範囲には限界があることがうかがえる。
第３に，単一の適応指導教室で支援対象とできる不
登校児童生徒のタイプに限界がある点である。樋口
（2018）は，４類型の適応指導教室いずれにおいても，
脱学校的な（反社会的行動を示す）子どもは結果的に
受け入れ対象外となっており排除の構造があること，
また，類型ごとに対象にできる不登校児童生徒が異な
ることを指摘する。つまり，利用可能な範囲に適応指
導教室があり，定員に空きがあった場合でも，当該教

室の重視する支援目標によっては，利用できない可能
性がでてくるということである。不登校児童生徒の実
態把握に関する調査企画分析会議（2021）の調査では，
回答者の約２～３割（小学校 22.8％, 中学校 33.8％）
が適応指導教室等の公的な支援機関を利用できる環境
だが利用していないと回答している。利用希望の有無
が尋ねられていない点に留意する必要はあるが，樋口
（2018）の指摘を踏まえると，この２～３割の中に適
応指導教室の提供する支援と自らのニーズが適合しな
いために利用できない者が一定数存在すると考えられ
る。
先述の通り，基本指針により適応指導教室は現在，
オルタナティブ教育を提供する場，学校復帰のための
支援，アウトリーチの３つの機能が求められている
が，これら方向性の異なる３つの支援を実現するため
には，１つの適応指導教室で３つの機能を果たす仕組
みをつくるか，自治体に適応指導教室を複数設置する
といった対策を取らなければならないだろう。
（２）適応指導教室の課題解決策としての校内適応指

導教室の設置
適応指導教室における限界と課題の解決に貢献する
可能性があるのが校内適応指導教室の設置である。
１）地域内格差問題と校内適応指導教室設置
既述の通り自治体の広域化に伴い，自治体に校外適
応指導教室が設置されている場合でも，居住地域に

表１　市区町村ごとの適応指導教室およびフリースクールの設置状況

両方設置 適応指導教室
のみ設置

フリースクー
ルのみ設置

いずれも設置
なし 合計

市区（政令指定都市を
含む）

実数 195 529 14 71 809
割合（％） 24.10 65.39 1.73 8.78 100.00

町村 実数 6 216 13 701 936
割合（％） 0.64 23.08 1.39 74.89 100.00

合計（全国） 実数 201 745 27 772 1745
割合（％） 11.52 42.69 1.55 44.24 100.00

（本山（2011）を基に筆者作成）

表２　学校外の「教育支援センター（適応指導教室）」で相談・指導等を受けた児童生徒数・割合の推移

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度

人数 16,113 16,630 17,108 19,754 21,695

割合（％） 12.79 12.44 11.88 12.01 11.97

（文部科学省（2017b, 2018a, 2018b, 2019c, 2020）を基に筆者作成）
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よっては物理的距離の遠さから利用困難な者がいるこ
とが推察される。その点，学校の中に設置される場合
には，より多くの不登校児童生徒が支援を受けられる
可能性が高くなる。
事例として，平成 29年度から市内の各公立中学校

に校内適応指導教室を設置している福岡市（高木，
2021）を見ていく。面積が 343.4 km2である福岡市に
は，中学生が利用可能な校外適応指導教室は２教室の
みであり（福岡市教育委員会，2016），利用したくて
も物理的距離が遠く利用できない者が出る状況が容易
に想像できる。したがって，各公立中学校への校内適
応指導教室設置によって適応指導教室の第１の課題の
解消につながる可能性がある。
２）校外適応指導教室の支援可能人数の限界と校内適
応指導教室設置
引き続き福岡市を事例として見ていく。福岡市の中
学生が利用可能な校外適応指導教室２教室の定員の合
計は 60名である（福岡市こども総合相談センターえ
がお館，2021）が，令和元年度の福岡市の中学生にお
ける不登校生徒数は 1,634名である（文部科学省，
2020）。したがって，校外適応指導教室２教室のみの
場合，物理的距離の遠さのほかに，定員超過のため利
用できない者が出るという状況が生じることが推測さ
れる。つまり，校内適応指導教室設置は，物理的距離
の問題に加え，より多くの不登校生徒に支援を行き届
かせることを目的として行われている可能性がある。
３）多様な不登校児童生徒への支援提供の問題と校内
適応指導教室
校内適応指導教室において提供される支援とはどの
ようなものかを明らかにするため，支援対象者，支援
内容に焦点を当て，検討していく。
まず，校外／校内適応指導教室において支援対象と
なる者に違いが見られる。例えば浜松市（2015）によ
れば，不登校支援事業の目的は「不登校児童生徒の学
校復帰と社会的自立の支援を目指し学校に登校できな
い子どもに対応する適応指導教室と，学校に登校はす
るが教室に入れない子どもに対応する校内適応指導教
室を両輪として，一人一人のニーズに応じた支援を行
う」ことが示されている。また，千葉県子どもと親の
サポートセンター（2018）によれば，不登校加配教員
を配置して行う「不登校児童生徒支援教室」での支援
は，不登校児童生徒だけでなく不登校傾向にある児童

生徒も対象であることが示されている。広島県（広島
県教育委員会，2021）や福岡市（福岡市登校支援対策
会議，2020）においても支援対象が浜松市や千葉県と
同様であることがうかがえる。したがって，校外適応
指導教室では学校を回避している状態の不登校児童生
徒を，校内適応指導教室では学校に接近可能な状態の
不登校児童生徒及び不登校傾向の児童生徒を支援対象
とするという支援対象のすみ分けが想定されているこ
とがうかがえる。
では，校内適応指導教室において提供される支援と
はどのようなものだろうか。例えば，浜松市（2015）
によれば，校内適応指導教室設置は①校内での不適応
支援，②校外適応指導教室から学校復帰するための受
け皿の役割を果たすこととされている。加えて，諸
戸・瀬戸（2015）の中学校における校内適応指導教室
の実践報告においては，校内適応指導教室は，自分の
教室で過ごすことができない生徒に対し，集団生活に
適応できるように援助する場所として設置されたこと
が報告されている。したがって，校内適応指導教室に
おいては，不登校傾向の児童生徒への不登校予防のた
めの支援，不登校状態の児童生徒への教室復帰のため
の支援という２種類の支援提供がなされるものと捉え
ることができる。
学校心理学における３つの援助サービス（石隈，

1999）の枠組みに当てはめて考えると，校外適応指導
教室は三次的援助サービスを提供する場であるのに対
し，校内適応指導教室は三次的援助サービスだけでな
く二次的援助サービスをも提供する場であると考えら
れる。具体的には，校内適応指導教室における不登校
傾向の児童生徒が不登校状態に陥ることを予防する支
援は二次的援助サービス，すでに不登校状態となって
いる児童生徒が教室復帰するための支援は三次的援助
サービスにあたる。
したがって，地域に校外／校内適応指導教室が併設
される場合，様々な状態の不登校及び不登校傾向児童
生徒（以下，不登校等児童生徒）に対する支援が可能
となる。つまり，校外／校内適応指導教室の併設に
よって，適応指導教室の第３の課題の解消につながる
可能性がある。

２．従来の「別室登校」との違い
先述の，校外／校内適応指導教室併設による支援対



72 日本学校心理士会年報　第 14号（2021年度）

象のすみ分けとそれによる多様な不登校等児童生徒へ
の支援は，校内適応指導教室がなければできないとい
うものではない。従来より，別室登校として学校に接
近可能な状態の不登校等児童生徒への支援が行われて
きている。なお別室登校とは，「不登校傾向の児童生
徒が学校に登校している間，定められた通常の教育活
動とは離れて，常時もしくは特定の時間帯に相談室や
保健室などの校内の別室（や他の場所）で，個別もし
くは小集団で活動している状態」である（京都府教育
委員会，2011）。
別室には，①家庭滞在や適応指導教室通所の状態か
ら教室復帰するため，②教室に登校していたが欠席が
ちになった時に不登校状態とならないための一時避難
的な居場所の役割があるとされる（京都府教育委員
会，2012）。これら２つの役割は先述の校内適応指導
教室の２つの支援内容と一致する。したがって，支援
対象のすみ分けとそれによる多様な不登校等児童生徒
への支援という点では校内適応指導教室と別室の果た
す機能に大きな差はないと考えられる。では，校内適
応指導教室と別室の違いはどこにあるのであろうか。
校内適応指導教室と別室の違いとしては次の２点が
考えられる。第１に，教室専属のスタッフが配置され
るかどうかという点である。校内適応指導教室の場合
には教室専属の職員が配置される（例えば，千葉県や
広島県においては校内適応指導教室のために不登校加
配教員が配置され，浜松市においては教室運営の補助
として専属の指導員が配置されている）のに対し，別
室の場合は学級担任，養護教諭，教育相談担当といっ
た教員が中心となって運営を行うことが多い（例え
ば，京都府教育委員会，2011）。第２の違いとして，
専用の場所が用意されるかどうかという点である。別
室登校の場合にも，特定の場所を別室登校のための専
用の部屋として活用する場合もあるが，保健室等の他
の目的のために用意された部屋を一時的にあるいは一
部を使用して支援が行われることも多い（例えば，京
都府教育委員会，2011）。それに対して校内適応指導
教室は，例えば，千葉県の「不登校児童生徒支援教
室」，広島県の「スペシャルサポートルーム」のよう
に校内適応指導教室の専用スペースが用意される。
すなわち，校内適応指導教室の設置は，学校内の専
用の教室における専属スタッフを中心とした学校によ
る手厚い支援を受ける機会を不登校等児童生徒に保障

する取り組みと考えられる。別室登校との違いは，そ
うした機会保障の実現を学校の努力に任せるのではな
く，自治体の首長部局や教育委員会が援助する点にあ
るといえよう。
さらに，別室登校に関する先行研究において別室担
当者の負担の大きさが明らかになっていることから，
校内適応指導教室設置には，支援者側の負担軽減とい
う利点もあると考えられる。例えば，京都府教育委員
会（2011）によれば，小中学校いずれにおいても別室
登校児童生徒への指導に関する負担感が強いことが示
されている。また，伊藤（2003）の保健室登校に関す
る調査より，保健室登校の人数が多いほど養護教諭の
保健室登校をめぐる多忙感が強いことが示された。こ
の多忙感には，「対応に時間が取られ，ほかの事務的
な仕事にさしつかえる」「手が足りないので，養護教
諭をもう一人増やして欲しい」「手が取られて，ほか
の子どもに十分な対応ができない」といった内容が含
まれる。したがって，専属スタッフにより運営される
校内適応指導教室設置には，教員の負担軽減を図りな
がら学校に接近可能な不登校等児童生徒への校内での
手厚い支援を行うことが目指されていることが推測さ
れる。

Ⅲ．まとめ

本研究の目的は，先行研究や行政資料を分析対象と
し，不登校児童生徒への支援をめぐって校内適応指導
教室が果たしうる機能とは何かについて展望すること
であった。そのために，校外適応指導教室と別室登校
との差異に着目し，検討してきた。ここではまとめと
して，不登校支援をめぐる校内適応指導教室の位置づ
けを整理し，どのような機能を果たしうるのかについ
て考察し，今後検討されるべき課題を述べる。

１．校内適応指導教室が果たす機能
本論における検討から，校内適応指導教室は以下３
点の機能を果たしうると考えられる。
第１の機能は，地域における不登校支援キャパシ
ティの拡大である。校外適応指導教室には，地域によ
り利用可能性に差があること，支援可能な人数に限り
があるという課題が挙げられるが，生活圏内である学
校に校内適応指導教室が設置されることにより，居住
地域にかかわらず支援を受ける場所として選択肢に入



 不登校支援をめぐって「校内適応指導教室」が果たす機能 73

れることが可能となり，また，校外適応指導教室に加
え校内適応指導教室が設置されることにより，適応指
導教室という場を通した支援をより多くの不登校児童
生徒に提供可能となる。
ただし，単に校内適応指導教室を設置すれば地域の
不登校支援キャパシティが拡大されるわけではないと
考えられる。まず，不登校児童生徒の実態把握に関す
る調査企画分析会議（2021）の調査において，最初に
行きづらいと感じ始めたきっかけとして「先生のこ
と」「友達のこと」といった学校内の人間関係に関す
る項目が他の項目に比べ高い割合となっていること，
また，学校を休んでいる間の気持ちに関する設問のう
ち「早く学校に戻りたかった」に「あてはまらない」
「あまりあてはまらない」と回答した割合が合計で約
６割（小学校 71.0％, 中学校 66.5％）であることに留
意する必要がある。小野（2017a）の言葉を借りれば，
不登校等児童生徒の嫌なところである学校内に設置さ
れることにより，校内適応指導教室における支援の設
定が難しくなる事例，すなわち利用において児童生徒
に大きな負担がかかる事例や利用への抵抗が強い事例
が少なからず存在するといえる。
また，校外適応指導教室に視点を移した場合にも，
樋口（2018）が指摘するように単一の校外適応指導教
室で支援対象とできる不登校のタイプには限界があ
る。すなわち，利用可能な範囲に校外適応指導教室が
あった場合でも，当該教室の提供する支援と不登校等
児童生徒のニーズが適合しない場合には利用できない
事態が生じる。文部科学省が設置促進や機能強化の推
進を掲げ，実際に整備が進められているにもかかわら
ず，不登校児童生徒のうち適応指導教室で支援を受け
た人の割合が大幅に増加せず概ね 12％で推移してい
ること（表２），不登校児童生徒の実態把握に関する
調査企画分析会議（2021）において約２～３割の回答
者が適応指導教室等の公的な支援機関を利用できる環
境だが利用していないと回答していることから，この
ような状態にある不登校児童生徒が少なからず存在す
ることが推察される。
こうした校外／校内適応指導教室それぞれの限界を
踏まえると，校外／校内適応指導教室が併設され，校
外適応指導教室では学校を回避している状態の不登校
等児童生徒を，校内適応指導教室では学校に接近可能
な状態の不登校等児童生徒を支援対象とするすみ分け

が実施されることにより多様な対象に支援提供が可能
となると考えられる。さらに，校外適応指導教室での
支援を通じて学校へ接近可能な状態となった不登校等
児童生徒を校内適応指導教室での支援につなぐといっ
た校外／校内適応指導教室間の連携がなされる場合に
は，未支援状態の不登校等児童生徒へのアウトリーチ
支援に校外適応指導教室のリソースをより多く充てる
ことが可能となり，より一層多様な対象に支援提供が
可能となるだろう。
また，不登校予防のための支援と，教室復帰のため
の支援という２種類の支援提供が期待されている校内
適応指導教室単独での不登校支援キャパシティを最大
化するためには，状態像の異なる不登校等児童生徒に
対してそれぞれのニーズに合った支援提供を可能にす
る仕組みづくりが必要となる。例えば，諸戸・瀬戸
（2015）の実践においては，生徒のニーズに応じ，中
学校のカウンセリング室の横に校内適応指導教室とし
て，①一人で過ごしたり，個別の学習を行ったりする
「個別・小集団の部屋」，②情緒の安定が必要な状態に
利用できる「安らぎの部屋」，③小集団での学習や活
動を行う「集団で過ごす部屋」という３部屋が設置さ
れている。このような，個々のニーズに合わせた支援
提供が可能となるような取り組みが求められよう。
つまり，校外／校内適応指導教室の連携と校内適応
指導教室における多様なニーズに応えられる仕組みづ
くりにより，校内適応指導教室が地域における不登校
支援キャパシティ拡大の機能を有することとなる。
第２の機能は，児童生徒と学校とのつながりの維持
である。校内適応指導教室には不登校状態となった児
童生徒への支援に加えて，不登校傾向を示す児童生徒
への不登校予防のための支援を提供する役割がある。
登校している状態がすなわち教育を受ける権利が保障
されている状態であるとは言えないことに注意する必
要はあるが，学校とのつながりを維持することにも一
定の意義がある。例えば，加藤（2020）による分析結
果では，不登校経験がある人の中でもひきこもり経験
が重なる場合に，高校中退やニートを経験する割合が
高くなることが示されている。日高（2012）による実
践報告においても，校内適応指導教室での集団生活を
通して，対人関係の範囲を家族以外に広めていったこ
とにより，卒業後の継続的な通学・通勤につながって
いるのではないかと考察がなされている。つまり，学
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校とつながり，支援を受けられる状態を保つことが義
務教育段階終了後の状況によい影響を及ぼすと考えら
れる。なお，こうした他者とのつながりは校外適応指
導教室でも得られるが，校外適応指導教室のキャパシ
ティの限界の問題を踏まえると，完全に不登校状態と
なった場合，必ずしも学校以外の場でその機会を得ら
れるとは限らない。そうした意味において，学校の中
に教室以外の選択肢があるということには，不登校等
児童生徒の社会的自立を支える重要な意味があると考
えられる。
第３の機能としては，教師の負担を軽減しながら援
助機能を高めることが挙げられる。上記２つの機能は
別室登校でも実現可能ではあるが，担当者に大きな負
担がかかる。校内適応指導教室では，加配教員や補助
員といった専属スタッフの配置がなされるため，兼務
で教室運営をする場合に比べ，担任教師や養護教諭に
負担を集中させることなく，学校や地域における不登
校支援キャパシティの拡大や不登校予防のための支援
が実現可能となると考えられる。

２．今後の課題
本研究では，先行研究や実践報告，行政資料の分析
を通して校内適応指導教室の機能について展望した。
校内適応指導教室がこれらの機能を実際に有している
のか，また，果たしているのかについて今後検証して
いく必要がある。
加えて，校内適応指導教室の実践が従来の学校での
学びのあり方を変革していく実践となる可能性もあ
る。例えば，福岡市登校支援対策会議（2020）におい
ては，個に応じた学習活動を展開することができるよ
うに配慮するため，個別に学習計画を作成して支援が
行われることが明示されている。広島県教育委員会
（2021）においても，「個に応じた支援」「学習支援等
による不登校の未然防止」と示されている。したがっ
て，多様な児童生徒が通う学校において個別最適な学
びを実現するための重要な実践の１つとなり得る可能
性がうかがえる。さらに，GIGAスクール構想の実現
に向け，児童生徒１人１台のタブレット端末等が配布
される状況があることを踏まえると，今後，タブレッ
ト端末等を使用した校内適応指導教室からの授業参加
等，様々な実践が展開されることが予想される。その
点において校内適応指導教室の実践は，従来の教室で

授業を受けるか否かという２択ではなく，他の多様な
選択肢を学校の中に作り出す実践として展開していく
可能性がある。
最後に，文部科学省（2019a）によれば，適応指導

教室未設置の理由のうち最も高い回答率を示したの
は，「教育支援センターを運営する予算，場所の確保
が困難なため」（36.5％）であった。学校の「余裕教
室」等を使用する場合，施設の新設や公共・民間施設
を借りる場合と比べ費用が抑えられることを考える
と，今後，適応指導教室未設置地域での新設，さらに
は，既に校外適応指導教室を設置している地域におけ
る設置が検討される可能性がある。校内適応指導教室
の機能に関する検討に加え，校内適応指導教室を設置
する自治体・学校への調査から，学校内に設置される
ことにより生じる課題に対してどのような工夫や配慮
がなされているのか，支援を充実させるためにはどの
ような点に留意する必要があるのかといった運用に関
する点も検討していくことが求められる。
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The Functions of  In-School Adaptation Assistance Classes in Supporting School Non-Attendance: 

Review of Literature and Administrative Materials

Shuko ESUMI（Hamamatsu Gakuin University）

This study examined the functions of  in-school adaptation assistance classes in supporting students with non-attendance 

at school. As a result of  the analysis of  previous studies and administrative materials, it was found that in-school adapta-

tion assistance classes may contribute to the resolution of  issues such as regional disparities in guidance classes o�ered out-

side of  school. In addition, it was suggested that there is a di�erence between in-school adaptation assistance classes and 

separate classes. This implies that the Board of  Education and other organizations could ensure assisting students who do 

not attend school or who show a tendency not to attend school can receive support at school, rather than leaving it to indi-

vidual school’s e�orts. From these results, three functions of  in-school adaptation assistance classes were derived: （1） to ex-

pand the capacity of  local communities to support students with non-attendance at school, （2） to maintain the connection 

between students and schools, and （3） to improve support for school non-attending students in schools while reducing the 

burden on teachers. Finally, the necessity of  surveying local governments and schools that implement in-school adaptation 

assistance classes was pointed out.

Key words: school non-attendance, educational support centers, adaptation assistance classes, in-school adaptation assis-

tance classes, attending in separate classes
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